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経済学研究第32巻第3号 117 (657) 

鉄鋼合弁企業にjo~ける技術移転 (VI)

米山喜久治

第1章研究の目的と方法〔第30巻第3号〕

第2章 日本鉄鋼業の技術導入と技術協力〔向上〉

第3章戦後日本鉄鋼業と国際環境(第31巻第1号〕

第4章八幡製鉄とマラヤワタ・プロジェクト

4-1 マレーシアの経済開発(第31巻第4号〉

4-2 八幡製鉄と経営者稲山嘉寛(第31巻第5号〉

4-3 合弁企業マラヤワタ製鉄の設立(第32巻第2号〕

第5章 マラヤワタ・プロジェクトにおける適正技術の開発

5-1 10万ト γ製鉄所計画(本号〉

5-2 ゴム材・木炭高炉技術の開発(以下次号)

第6章 マラヤワタにおける技術移転

第7章結論

第 5章 マラヤワタ・プロジェクトにおける適正技術の開発

第4章では，ラーマン首相の一貫製鉄所建設という問題提起を受けて，八

幡製鉄の経営者稲山嘉寛が，技術協力を意思決定し，合弁企業マラヤワタ製

鉄を設立するまでを検討した。ここでは，マレーシアの近代国家としての威

信を実現する事業としての 100万トン一貫製鉄所構想が，日本の技術者の創

造的技術開発とシステム開発によって「ゴム材木炭高炉・ 10万トン製鉄所」

として結晶する過程を検討しよう。

このゴム材木炭高炉技術は，イギリス植民地から独立直後のゴムとスズの

モノカルチュア経済の国に近代的鉄鋼業を確立する鍵となったものであり，

①環境保全，②省資源，③省エネルギー，④現地資源の活用，⑤現地資本の

活用，⑥現地土着技術の活用，⑦現地人の能力開発と活用の諸条件を満足
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し，まさに「適正技術」と呼びうる技術体系であった。

5-1 10万トン製鉄所計画

ブラジル・ウジミナス製鉄所建設を鴨矢とする日本鉄鋼業の海外技術協力

は，第5-1表に示すパターンを持っているO マラヤワタ製鉄は，鉄鉱資源保

有国マレーシアに立地した銑鋼一貫(小型高炉→LD転炉→圧延)の For-

ward Integration 方式の製鉄所である。途上国に鉄鋼業を立地する場合，

先進国から鋼塊を輸入し， 自国内の圧延工場で圧延，製品化する段階か

らスタートして，鋼塊の自家生産，さらには銑鉄の自家生産へと発展する

Backward Integration方式がとられる事が多L、。市場条件，資本力，技術力

等を考えるとこの方式の方がず、っと効率的なのである。

こうした常識に反してマラヤワタは，一挙に銑鋼一貫体制を持つ工場とし

て建設され，第1期の粗鋼生産能力は， 6. 5万トンである。マラヤワタは日

本の海外技術協力による一貫製鉄所の中で最小の規模を持つものである。

(第5-2表参照)

世界的にユニーグな生産技術体系である「ゴム材木炭高炉・ 10万トン製鉄

所」を持つマラヤワタ製鉄建設プロジェクトにおける適正技術の開発と移転

の概要は第5-3表に示す通りである。以下これについて詳しく検討してみよ

う。

1960年2月， T. H. Tan からの八幡製鉄に対する製鉄所建設についての

協力方の申し入れ以来，同年6月及び11月の 2回にわたる来日接渉を経て，

製鉄所建設計画は具体的に展開されはじめた。

すで、に述べたように， T. H. Tan を中心とするリーダーが「頭に描いて

いた工場は最低年間 100万トン」の一貫製鉄所であった。国内の市場規模に

合致した生産規模を持ち合理的な経営が可能な製鉄企業の創立ではなく，近

代的独立国家のプレステージを示すにふさわしい先進工業国と同一規模，同

一技術を持つ工場建設を求めたので、ある。

T. H. Tanは「同郷的結縁的地縁的関係による強固な幣の相互的団結」

を基礎にして成立する華僑資本の経営者であり，連盟党の幹事長として有力
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第5-1表鉄鋼海外技術協力プロジェクトのパターシ

資源非保有国立地 資源保有国立地
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Philipines 
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①日本の単独叉は共同
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投 府〉との合弁 Tata Yoc日10本ga ノレ， 帽山、

イγド，

資③時コ γソシアム結! |山成によるジョイシトベ
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④単純技術協力またはプ メキシコ， ラストアレーチャ (日本メーカー)，中国宝山

別 ラγト輸出
ス製鉄所 製鉄所(新日鉄，日本メーカ

一〉

⑤①~④の組合せ

〔出所〕 通産省 W'70年代の鉄鋼業Jlp. 162に一部加筆

な政治家であった。

マラヤ鉄鉱山開発による鉄鉱石の対日輸出の最盛期をむかえ，彼は自らも
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第 5-2表最初の一貫製鉄所の生産品種(万ト γ〉

生産重点品種
国 製鉄所名

条例鋼板|鋼管

韓 国 浦 項 103 鋼OO 片 O 

イ フ γ Arya Mehr 75 

マレーシア Malayawata 6.5 O 
シーム
レス

ベネズエラ Sidor 75 O O 
アノレゼγチγ Somisa 70 O O O 
ぷ仁ヘ1 湾 高 雄 150 O スノミイ

アノレジエリア SNS 40 
ラノレ
O 

メキシコ ILas Tr山 s I日o I第6~1第ろ期l
(注〕 ラストノレーチャスはメキシコでは4番目であるが，西海

岸では最初の一貫製鉄所である。

〔出所) W鉄鋼界』昭和52年 11月号 p.58

未開発地域の新しい鉄鉱山開発を行ないこれに加わうるに一貫製鉄所を建設

し独立マラヤに強固な経済的地位を礎く事を，さらには近代的一貫製鉄所建

設の持つハロー効果によって政治的立場の強化を図ることを意図していたの

である。

オーナーの経営者として製鉄会社と鉄鉱山開発を結合させさらにはシンガ

ポールとの共同市場を前提にして， T. H. Tan グループは製鉄所の最終計

画能力を最低 40~50 万トンとする事を強く主張したのである。

鉄鋼業における生産規模の効果は，

(1)典型的装置産業として労働力を大きく節約でき労務費の全コストに占

める割合をいちじるしく小さくしうる。

(2)設備が最新の近代的なものになっても，大量生産のより大規模化によ

り設備消耗費の一つ一つの生産物への移転は小さくなる。

(3)分業をたかめ熟練度を向上させ適材適所の配置を可能にすることによ

り生産性を向上させる。この場合コンピュータの導入による科学的管理

体系の整備は大規模生産の場合により効果をもっ。

(4)製鉄・製鋼・圧延の一貫生産体系においてはそれぞれの段階のいわゆ
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る最適生産規模が技術の進展とともに大型化しており，一貫工場の最適

生産規模の組合せバラ γスをとるーこの場合各生産段階の最適生産規模

の最小公倍数 必要を満たすためには，大規模生産化することが必要と

なる。

先進工業国においては国際競争力を持つ製鉄所の規模は，第5-1図にみる

ようにA.Cockerill によれば年産 600~800 万トンであり，コスト的に合理的

な経営が可能なのは年産100万トン以上である。文， Rowleyによれば600万

トンが最小経済的規模である。

1961年度の日本の主要製鉄所の年産粗鋼は，八幡製鉄所627.1万トン，広

畑製鉄所218.6万ト γ，室蘭製鉄所193.1万トンとなっており，やはり年産

100万トンが1つのメルクマールとなっている。

日本においては昭和30年代にはー製鉄所の最終生産規模は年産約600万

トンが目標とされたが，技術革新による大型化が急速に進み 1， 200 万~1，600 

万トンの規模が目標とされるにいたった。

コ
ス
ト 600
指
数

500 

400 

300 

200 

100 

0 

第5-1図製鉄所の規模とコスト

0.1 0.5 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

製鉄所規模(単位・粗鋼年度 100万 T)
C出所JA. Cokerill (1974) The Steel Industry. p. 84より作図
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戦畿建設きれた製鉄携の投資効率は， 400万トン台で平均4万円/ト

γ， 600万トン台で平均2.9万円/トンとなり，投資が「規模の効巣Jを明

確に反映している。

以上のように豆大な市場を龍捷にした先進閤裂の 100万トン製鉄所は，そ

れ自体経演学的，経営さ学的観点からすれば常識ともいえるものであるが，犠

入代議工業化戦略により間内市場合直接対象とする場合，堅苦内市場の規模が

決定的に重要な意味を持っている。マラヤの宮内市場が大規模であれば，問

題なく 100万ト γ製鉄所が可能である。しかし 1960年のγ ラヤ〈シγガポ{

/レを含む)の鉄鋼需要は第5-4表にみるように企鉄鋼製品がイギリス，ベル

ギへ西ドイツ，フランス，日本等から輸入され，その合計は 22万7，660ト

ンであった。

このうちマラヤの需饗は， 13万8一千トンであり，発蔑途上国として市場が

小さく臨定されその需要;監は少なし、。このようにマラヤにおける 100万トン

製鉄所建設構想比国舟の小規模市場に合致せず経済的合理性を欠く一方

100万トン製鉄扉のコスト指数100とした場合 10万トン製鉄所のコスト

数は， 382となり設鑓投資効果がきわめて惑い問題合かかえている。(筑5-1

品

第5-4表

綴

銑鉄・土手成品

形 鋼

棒鋼

簿絞 j享にや板

ブリキ

夏草鉛鉄板

レ…/レ・肉付属品

線 材

鱗

その他

1M 

C出所) Departm記ntof Statistics: 
五ilalayaExternal Trade Statistics. 1号57-1962

(単佼 t)

工警告l

7，980 

22，256 

70，082 

50，818 

29，848 

31，243 

7，993 

20，07ち

29，442 

1，071 

270，812 
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盟参照)

さらに1960年の婆醤の小野棒鋼 (19m!却のトン当り{面格〈需要家践

し)は， 日本111ドル， プメザカ 145ドノレ， イギヲス 110ドノレ， 高ドイツ

120ドノレ，ブラシス 134ドルであり， 60年代を通じてその総務はきわめて安

していた。

1960年のお本の小様生産は，対語年比134.9，281. 5万トンであり， その

うち25.4万トンが輪出されている。期末窓簿は 19.0万トンに還している。

その後も生産量の増大にともない鶏末夜障が65生存の45.5万トンにま

する状況でるった。

日本の小形棒鋼は中小平電炉メ…カーを中心にはげしい競争を主義欝してお

り，圏内需要の不強攻輸出でカバーしようとする姿勢は強く，アメリカ市場

から東南アジア市場へとその販路を拡大していった。

ように， 日本をはじめとする先進諸冨からの輸出攻勢に対して γ ラ

ヤに建設される製鉄所は，一定の保護罷税によって国際鵠絡水準に達しうる

しなければ企業としての存立基蝶はない。

八幡製鉄の経営者楠山嘉寛がこのプロジ且クトの発送当初より「プ戸ブィ

タブ〉レ・ピジネスjの露期に立脚して計額を進めていた事及び合弁企業マラヤ

ワタ製鉄はマラヤ連弗のナショナノレプロジェクトで誌なくあく支でも Tan

グループを中心とするプライベート食業であり，政府の保護Eと支持がないj表

札赤字を長年にわたって続けることは出来なかった。

このようにマラヤワタプ 2 ジ品グトは決して失敗出来ないプ口ジェグトで

あったが，マラヤの市場に対応した遺正競模 (10万トン〉と T叩グループが

強く希聾した 100万トン製鉄所(鉄鋼プラントとして高金嫁殺を実現しうる

規模〉の嬰にはあまりにも大きなギャップが存在した。現実に計画合議進す

るためには，この の開票護はどうしても解かねばならない間賠であっ

た。

そしてこの開題解決は第5-3表に示したようにラ… γ ン首相の問題提起か

ら始まり 61年6月の基本党勢締結議突に4年呂に現地の潔;設と伐採工事せk時
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始し， 66年4}jから第 1期工事に着手するとし、う経過をたどることになった

のである。

これは八橋製鉄が顎和37年不況， 40年不況に蓋面して経営業績が競悪で

あり j 車外技術協力どころではなかったという点に加えて，マラヤ艇の

的成{言の実現の為の100万トン製鉄密構想、とマラヤの経済・社会状況の環実

を直視し新しい基幹産業たる鉄鋼業を建設すべしとする八幡製鉄艇の認識と

のギャップがあまりにも大きく，その調整に待問がかかったためで、ある。

生産規模に関連して重要なのが，生援システムである。先進工業関におい

て操業中の主饗な生産システムは次のような特徴会持っている。

(i) く高炉十LD転炉〉方式

これは日本間内の主要一繋製鉄所の生漆システムである。 300万トン以上

の規模の拡大に伴い輪送コスト，製造なストもスケールメザットまと享受出

立地上の制約を軽減できる。 50 万~300 万ト γでは製造コストは高いが

技術的に確立しているので，ま晃模の拡大に伴い需芸さを遠鰯池に求めることが

可能で、ある。さらに 50万ト γ以下では，製造コストは高く，原料， 市場条

件に恵まれないと成立しない。

(ii) ぐ直接選元+寵気炉〉方式

50~300 万トン規模では，原料条件に恵まれれば，援護コストは安く， 需

要を遠隔地に求めるととも可能で、ある。50万トン以下では製造コスト上は有

利であっても，原料，市場条件に議疲れないと大規模な高炉・較炉法による

犠入錦材にたちおら出来なし、。

(iii) <スクラ yプ十電気炉〉方式

50万トン以下の規模においても製造コストは最も高いが，スグラップ，電

力などが安舗に入手できれば成り立つ，特に市場立地が必要であ20
以上のような各生産システムの特性た把挫した上で，マラヤ間有の詮会・

経済的条件を満足する適正技術の館発と生産システムの開発が鍵であった。

マラヤワタ・プロジ品クトの最高賞任者として繍山副社長は，社内にプロ

ジェクト・チームを作りその推進会留った。彼は59年2月の訪マに始まる
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マラヤワタ・プロジェクトの発足当初から面談し意見を求めた冶金・鉱山技

術者であり，マラヤ社会と鉄鉱山を熟知する大岩泰に 61年1月八幡製鉄社

員となるよう招請したので、ある。

これを受けて大岩泰は， 61年2月通産省重工業局鉄鋼業務課から八幡製鉄

に入社，購売部に配属され，即日マラヤワタ・プロジェクトを担当すること

になった。 3 月 ~4 月にかけて約 3 週間，マラヤに出張し予備調査を実施し

た。マラヤ連邦の事業家，鉱山関係者，政府関係者などに接して，最近の情

報と意見を交換したのである。ここでは建設される製鉄所の具体的規模につ

いて予備接渉が行われた。

大岩は， 1959年に3ヶ年半の JETRO シンガポール長期派遣の仕事を終

えて通産省に復帰し，席をあたためる間もなく同年から 1年間アメリカ・コ

ロラド鉱山大学に留学し， レンツ教授，ノードキスト教授と共同で「東南ア

ジア鉱山資源開発論」を研究し，その成果を一冊にまとめた。

これは3ヶ年半のマラヤ・シンガポールで、の生活経験をベースに，フィー

ルドワークによる観察と集収した資料をもとに東南アジアの鉱山資源開発を

日本の市場，技術，資本との関連において探求したものである。現在未開発

の鉱山資源は日本の市場，技術，資本と結合することにより開発され，その

国の国民経済の自律的発展の可能性が開カ通れるとする見解は，大岩の東南ア

ジア開発に関する理論となるものであり，マラヤワタ・プロジェクトはその

具体的解決策の展開であった。

大岩は JETRO(シンガポール)在任中の旧友のネットワークを活用して，

一貫製鉄所建設のブィージビリティを探検した。この調査報告をもとに製鉄

所の規模と生産システムの検討が行われた。

マラヤワタプロジェクトの担当重役であった技術者出身の島村哲夫常務の

リーダーシップの下にマラヤ連邦を単独の市場として考え，一貫製鉄所建設

というマラヤのプレステージを尊重する意味を含めて「ロータリー・キル γ

方式」が立案されたのである。この計画は，マラヤと合弁企業を設立して鉄

鋼生産を進めるための具体的生産システムの第1案であった。そしてこれは
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大いに実現の可能性をはらんだ計画でありながらも， T. H. Tan グル…プ

との交渉を前進させ-，忠の合意を護得するために立案された暫定計厩の性

格を持つものであった。

61年1月23日稲山社長と T.H. Tan との間に基本覚書が調印された。

その内容は第1期計簡として 1963年3月からロ…タザ…・キノレン1基の建

るものである。これは鉄鉱石を輸出する時に出る水洗扮鉱を活用

し， 戸ータリー・キノレンで佐々 J[J式会幹還元方式により差益綿鉄な)j1万トン生

産しこれを全量八i幡製鉄に輸出，その見返りとして日本からどレット

入して悶製鉄所在延工場で月弱5千ト γの小形棒織をするものである O

64年 3月予言成を自擦として資金は 9議内を要する。

さらに第2期計患として， 海綿鉄を利用して月毘6千トン

の銑鉄及びl万トンの鍛塊を作って，小形棒鋼7，800トン，小形形鋼l千トン

8，800トンの鎮材を生産するものであるのこれはマラヤの年間鉄鋼需要 12

~13 万トンの大半を受注するよう計慨したものである。第 2 期の所要資金

は， 42議5千万汚，合許61罷ら千万丹の製鉄所建設プ戸ジ品グトで、あるの

このロ…タリー・キノレ γ ・電気炉方式で基本覚繋が讃印されたのは，

システムがマラヤの鉄鉱石を原料にして棒鏑等合生産する一貫製鉄所に匹敵

るものであるため， γ ラヤ側が一応の合意を与えたためであった。マラヤ

鍛は 100万トンー繋製鉄所建設なあきらめたのではなく，その後も強く

し続行たのであり，具体的にご仁司場建設に達するまで長期間を嬰したのは， こ

の点、の合意が確定的なものでなかったためといえよう。

とにかくこの慕本覚書がこのプ口ジェタトの基礎となり， 61年7)j，第l

次調査悪(島村常務団長〉によってツィージピリティ・スタディが実撞され

この成巣宅どもとに 62年6月には第5-2留に示す Pータリー・今ノレン方式

が採用され生産量襲撲は，第1期海綿鉄年牒12万トン{月産1万トン)， 

6ガト γ(月産5千トン)とされ，製銑，製鋼の工程を持たず pータリー-

k'-Jレンで生産された潟鶏鉄な全重量八幡製鉄に輸出し，八幡製鉄から供給され
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第 5-2図製造方法

本計画による「棒鋼J1"形鋼」の製造方法は， マラヤで比較的安価に
えられる微粉鉱石を主原料とする戸ータリキノレシ方式を採用し，その製

造工程は概略下図のとおりである。

〔出所) ~マラヤワタ製鉄株式会社設立計画説明書~ (1962. 6) p. 35 

る半成品(ピレット)を原料に棒鋼を圧延工場で生産する方式である。第2

期完成期の年間粗鋼生産は 12万トンである。(第5-5表参照)これは 1年前

に発表された計画とほぼ同一であり，完成時期も同じ目標が立てられている。

月産5千トン(第1期)， 8，800トン(第2期)の小形棒鋼生産を中心と

するプラントの建設費は第5-6表にみるように単庄工場として考えた場合，

規模の効果を上げることが出来，原料としての鋼塊が低コストで安定的に供



害事3号第32巻経済学研究130 (670) 
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8.5 

アジア経済研究所 (1965)Il'アジアの経済成長と域内協力J
p.242却 245

7，000 理

として合理的な経営が可能となるものであった。

この口ータワーキルン方式と第2期完成時の年開粗鋼 12万トンはマラヤ

給されるな

そればかりでな、うまで、もないが，-muにとって大いに不満であっ

システムは技術的にもいくつかの跨題点があった。それは口一タザー・王子

ルンに結合している電気炉操業のための電力供給を予定しているカメ日ンハ

イランド発電所の建設が製鉄所操業開始期日に間にあわないおそれがあ

く製品原{簡が高くなり輸入鑓材に対抗出来なくなるとい

(1973年のオイルジ器ツク以前の 72年6月現設における臼

及び電力コスト

う点であっ



鉄鋼合弁企業における技術移転 (VI) 米山 131 (671) 

の小形棒鋼の素材費(鋼塊)の原価構成は，主原料(鉄くず，型銑購入費

等 57%，副原料費(フェロアロイ等)6払材料費(鋳型等)12%，電力費10

%，労務費5%，経費10%である。これによっても電力コストの上昇はただ

ちに製品原価に大きく影響することが明らかである。)

こうしてロータリーキルン方式も決定案とはなり得ず，他の生産システム

の可能性が追求された。

平炉製鋼法は，溶銑，冷銑いずれも使用出来ること，銑鉄配合率が比較的

自由に調整できること，屑鉄の品質にあまり左右されないとしづ特徴を持っ

ている。この融通性を生かし，高炉をもっ銑鋼一貫メーカーは，溶銑法を，

非一貫メーカーは，冷銑法を採用し，製鋼法の中心的技術である。

マラヤワタにこの平炉一圧延方式を採用するとすれば，屑鉄に国内屑と主

としてアメリカからの輸入屑鉄及び日本からの輸入銑鉄を利用することにな

る。だが「圏内スクラップが決定的に不足する。過去 20 年の蓄積量の 3~4

%が年間供給量と見るとたちまちなくなってしまう」のである。そしてこの

方式ではマラヤ園内の鉄鉱石原料を活用して鉄鋼業を創設するという目標は

失われてしまう。

では先進工業国の銑鋼一貫プラントを小型化する即ち小型コークス高炉に

よるマラヤ鉄鉱石を原料とする銑鉄生産はどうか。マラヤには鉄鉱石は大量

にあるものの副原料たる原料炭に問題があった。

「マラヤの石炭資源は，きわめて貧弱であるが 1913年に設立された The

Malayan Collieriesは， Batun Arang地区で 1915年以降生産を続けて 1940

年には最高年間78万トンを記録した。これは主としてマラヤ鉄道火力発電

所に供給されたが低品位炭で、あり産出量も少ない，マラヤ鉄道のディーゼル

化とともに需要が減退して 1960年1月についに鉱山を閉鎖」したのである。

このように重要な原料炭は圏内に皆無である上に，輸入炭はアメリカ産に

ならざるを得ずさらにコークス生産過程で発生するコークス炉ガスを都市ガ

スとして供給する副産物控除のメリットも存在しなかった。

マラヤワタ・プロジェクトの技術者は，既存の技術と生産システムのいず
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れもが，モノカノレチ品ア経済の wマラヤに適合しない事きど発克したのである。

特にこのプロジェクトは日本の戦後はじめての東南アジアへの本格的な経

技術協カでるり，八幡製鉄としても絶対に失敗を許されなし

あった。技術者は，八幡製鉄の名誉にかけて問題解決の道をおぐらねばなら

なかった。 の小翠プラントを単に移設すればし、し、とする発想を税

Lてマラヤ閤有の間f翠さど創造的に解決する技術体系としての「適正技術」が

れなければならなかったのである。

生産規模と生臆システふさkめぐる対マラヤとの交渉と新しいシステム開発

の苦しい時期に，カナダと四ドイツがマラヤ連邦の簿給を無認して， 100 

トンプラント， 50万トンプラ γ トを造るとアプP…チしてきて E，マ

渉は大きく灘乱したのである。

八幡製鉄は，マラヤのこうした数きに対して，rまずピルマの鉄鋼業の錦を
挙げて反議したの彼等は戦後昭和28年頃， 西ドイツの有力機披メーカーを

コソサルタントとして製鉄所の建設に入ったが，協擦が少ないにもかかわら

ず，棒鋼，袈錆，パイプ，板にいたるまで設備をつくり，工場は完成したが

稼撃さ率はわずか 20~30%で，数年にして院鎖してしまった例がある。日本は

機械を売るのが鼠的でなく，マレーシアの鉄鋼梁の建設に協力しようという

のであるりと務礁に主張したのである。

問題がこのように解決しなかった背景には，技術上，銃雪上の閤難

に加えてもう があった。第5-4褒にみるように 60

にはマラヤ・シンガポ…Jレは合計22.7万トン， 61年には27.0万トンの鉄鋼

り，叩ラヤ連邦とシンガポ…/レが政治的に安定した顎需を保t:"共!可

市場となれば， 建設される製鉄斎の規模は207Jトンj以上をもってスタ…ト

ずることが出来る。揮際貿易謀者どもつシンガポールの長期的な鉄鋳需要の増

大は--q'ラヤ連邦以上のものが予離でき，共同市場が凝立されれば，一定規

模の製鉄所が可能なのである。

さ号待の政治状況は61若手8月にラーマン主主結とり…・シン3ゲポーノレ

第1閉会談が関かれ，ラー吋ン替相の提案するマレーシア連邦議の下で



(IV) 米lお 133 (673) 

i取こ関して原期的に合意に達した。続く第2盟会議で合同してマレーシア連

邦てど結成することに合意した。この合意に基づき 63年8月31Eマレーシプ

連邦樹立宣言が行われ， ジー首相もシγガポーノレの英国からの完全独立を宣

した。

マレ…半島を中心に地理的に間体で、あるマラヤとシγガボーノレは，経務的

に両地域の共同市場形成の努力安行なっていたが，際税，歳入等の酉での対

立よりも雨地域の政治方針のちがいがこの合併合解体させたのである。

それはラ…マ γ首根のひきいるマラヤ連盟党が，マレ一人重視の保守的政

策合とるのに対して，シンガボ…ノレ州政府は人鍾間の平等と中国系マレーシ

ア入者ピ重視する政策をとった事である。この政策上の対立を契機としてつい

にシンガボールに人議暴動が発生し， 65年8月9日，シγガボーノレはマレー

シア連邦から分離強立したのである。

こうしたマラヤ・シンガポーノレ間の徴妙な政治的連合と離反の動きに対し

てマラヤワタプ口ジェクトの担当者が無関心で、あるはずはなく，共同市場形

成の可能性会めぐ、って議論が続いたのであるO 共同市場への希望を残してい

たことは，マラヤワタ設立計闘欝の中にマラヤ・シンガボー/レを合計した鉄

鱗需喜ぎの統計表が記載されている も明らかである O

政治的靖勢のインパクトを直接受けながらブロジェグトの担当者が，拠っ

て立つ基盤はあくまでもラ…マ γ首相一稲!11社長の信頼関係であった。 rマ
ラヤ，シンガボーノレ，北ボルネオ，サラワグ，ブ〉レナイがマレーシア連邦を

結成するjとL寸大橋?患があるといえども，ラーγ ン設相のリーダーシップ

の下にある政治的統一体はγ ラヤ連邦であるという動かしがたい現実があ

った。

な不確実性を含む政治的構?想念基盤にした共同市場よりも，ラーマ γ

首相のl)~ダーシップの及ぶマラヤ連邦こそ確実な市場であり，これこそ許

とすべきものであった。シンガポールとの共同市場が成立した

場合には，工場規携を拡設するという基本方針が決定されたのである。

結烏「琵模の開題の議終決着」は 1964年10克のりム商工組の来日による
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八幡製鉄及び夜間製鉄安浦工場の見学に続いて， 65 ij三T.H. Tanをザーダ

とするマラヤ鵡査臨の来日をまたなければならなかった。調査臣室ピ八騒製

鉄に括~， 工場見学会行なった後年産 80万トシ製鉄所の青写箕も

が増大すれば何時でも 100万トン， 200万トン製鉄所を建設するということ

したので、あるの

?ラヤの市場の状態さと冷静に直視し， る投下資本合節約す

るとL、う制約条件を考慮し，マラヤワタ製鉄は粗鏑年産 10万トシの規模をも

ってスタ…トずることが決定されたのである。

以上のようにマラヤワタ計掘には，共i弓市場と鉄鉱山開発会指向する政治

の論理と合理的な企業経営を指向する経済の論理が矛君対立し，長期にわた

ってその生産規模が確定しないという困難な出題が存在した。あくまでもマ
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